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令和 ７年 １１月 １０ 日 

第４回学校教育審議会資料 

 

■ 第 3 回審議会までの議論の主な内容 

・こどもを中心として捉える 

・こどもの人数が今後、増えていくことは期待できない 

・現在の市立幼稚園は園児数が少ないなりに工夫している 

・公費で運営している以上、経費の観点も必要である 

・小学校での不登校等の問題が低年齢化している実態があり就学前施設間及び就学前 

施設と小中学校との円滑な連携が求められている 

・学びの多様化が進んでいるが幼児教育は人間の根っこ（人との関わり）を育てる役割 

・少人数保育≠不登校 小学校と就学前施設での環境変化によってつまずくケースもある 

・接続期のカリキュラムが必要だがマンパワー不足 マネジメントする人が必要 

・小学校と隣接している幼稚園の活用 
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今後の市立幼稚園のあり方（論点整理）  

 

■平成２８年学校教育審議会での市立幼稚園に求められた役割 

 ・幼児教育のセンター的役割 ・特別支援教育のセーフティネット的役割 

 ・保幼小連携の先導的役割  ・地域における子育て支援の場としての役割 

 ★取組状況については、第１回学校教育審議会にて提供済（第２章：P４～Ｐ５） 

 

■市立幼稚園の園児数が減少した主な理由（諮問書記載） 

・就学前人口の減少  

・保育需要の増大  

・幼児教育・保育の無償化 

 

■今後、人口減少は避けられず、就学前人口についても劇的な回復は望めない 

 就学前教育・保育施設の提供量が過剰となる 「賢く縮む」ことが必要 

 

■更なる質の向上を目指すために、市立幼稚園が本来持っている役割や機能を改めて活かす方向で 

検討（別紙イメージ図） 

 

 ・市立幼稚園を教育機関としてだけでなく、改めて地域に密着した子育て支援の拠点 

「プチ幼児教育センター」として位置付ける。 

  ・小学校と隣接している市立幼稚園を拠点として他の就学前教育・保育施設等と協働し、小学校の教

育内容や生活リズムの一貫性を持たせるカリキュラム作成や教職員間の研修・交流を充実させる。 

・圏域内の就学前施設との連携を深めるために、幼稚園教諭を専門コーディネータ－として配置する。 

・取組が持続可能となるよう必要な資源（人材・財源）を確保するための方策。 
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市立幼稚園が新たな価値を提供するための視点について 

 

１ 教育・保育の質の向上と多様性 

 ・幼保小接続カリキュラムの導入  

幼保小から小学校への学び・育ちの連続性を強化し、幼児期に必要な基礎的能力や思考力を育む 

 ・特別支援教育の充実 

   障がいや発達に特性のあるこどもへの支援体制を整え、多様なこどもが共に生活できる環境をつ

くる 

２ 地域連携とコミュニティの拠点 

 ・地域の子育て活動との連携強化 

   子育て相談や講座、地域イベントを開催し、地域の子育て支援の拠点となる 

 ・地域住民やボランティアとの協働 

   地域の高齢者や企業、ＮＰＯと連携し、多世代交流や社会体験の場を提供する 

３ 保護者支援と家庭との連携強化 

 ・親子参加型プログラムの充実 

   親子で参加できる遊びなどのワークショップを開催し、家庭での子育てを支援する 

 ・保護者向けの相談体制の整備 

   育児相談窓口を設置し安心感を提供するとともに、こども家庭・保健センター等の連携を強化し、

必要に応じて適切な支援に繋ぐ 

４ 教職員・保育者の専門性向上 

 ・定期的な専門研修の実施 

   教職員や保育者のスキルアップを図り、多様なこどもへの対応力を強化する 

 

５ 上記１～４を実施するにあたり、就学前施設及び小学校での教育の具体的な取り組み 

 例：個性に応じた教育  心理的な安心感等々 
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